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PWM 日本証券株式会社の取引約款・規定集 新旧対照表 

2026 年 9 月 

 

2026 年 10 月 1 日を効力発生日として、取引約款・規定集を改定いたします。 

（下線部分が改訂箇所となります。） 

電子交付サービス取引約款 

（新） （旧） 

第 12 条（禁止事項） 

１ お客様は次のことを行わないものとします。 

①ユーザＩＤ及びパスワード等を第三者（担当ＩＦ

Ａを含む。）の利用に供すること（お客様が法定代理

人や運用管理者（以下、「法定代理人等」といいます。）

を用いる場合において、その法定代理人等が権限の

範囲内で利用する場合を除きます。第 2 号において

同じ。） 

②本サービスを第三者と共同して利用すること 

③お客様が、本サービス又は本サービスの情報等に

ついて、その全部又は一部を問わず、営業目的・商

業目的で利用 

（使用、再生、複製、複写、アップロード、ダウン

ロード、送信、販売、再販売など形態の如何を問い

ません。以下同じ。）すること 

④ユーザＩＤ及びパスワードを付与されたお客様が

本サービスを通じて取得した情報等を第三者に開示

すること、並びに本サービスを閲覧又は利用する目

的以外に使用すること 

2 前項に反する状況があるものと当社が判断した

場合、当社は本サービスの提供を中止します。 

 

第 13 条（免責事項） 

（現行どおり） 

 

第 14 条（準拠法・合意管轄） 

（現行どおり） 

 

第 15 条（約款の変更） 

（現行どおり） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12 条（免責事項） 

（省略） 

 

第 13 条（準拠法・合意管轄） 

（省略） 

 

第 14 条（約款の変更） 

（省略） 
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アカウントビューサービス利用約款 

（新） （旧） 

第 2 条（対象サービス） 

本サービスは、次の各項に掲げる機能を提供するも

のです。必ず、各機能の詳細をご確認ください。 

1        （現行どおり） 

2 担当ＩＦＡが作成した投資信託の買付・解約注

文の確認及び同注文の承認機能 

担当ＩＦＡが作成した注文をお客様にアカウントビ

ュー上で確認していただき、その注文をお客様が承

認された後、当社は注文執行いたします。 

①～②      （現行どおり） 

③未成年口座における取引については、未成年取引

を管理する者（以下「運用管理者」といいます。）

による承認が行われた場合に注文執行いたします。 

 

3 担当ＩＦＡが作成した引落型･振替型アセット･

アクセルの新規･変更・解除注文の確認及び同注文

の承認機能 

担当ＩＦＡが作成したアセット・アクセル注文をお

客様にアカウントビュー上で確認していただき、そ

の注文をお客様が承認された後、当社は注文執行い

たします。 

①～②      （現行どおり） 

③未成年口座における取引については、運用管理者

による承認が行われた場合に注文執行いたします。 

 

4～7       （現行どおり） 

 

第 5 条（禁止事項） 

１ お客様は次のことを行わないものとします。 

①ユーザＩＤ及びパスワード等を第三者（担当ＩＦ

Ａを含む。）の利用に供すること（お客様が法定代

理人や運用管理者（以下、「法定代理人等」といい

ます。）を用いる場合において、その法定代理人等

が権限の範囲内で利用する場合を除きます。第 2

号において同じ。） 

②～④      （現行どおり） 

 

2        （現行どおり） 

第 2 条（対象サービス） 

本サービスは、次の各項に掲げる機能を提供するも

のです。必ず、各機能の詳細をご確認ください。 

1        （省略） 

2 担当ＩＦＡが作成した投資信託の買付・解約注

文の確認及び同注文の承認機能 

担当ＩＦＡが作成した注文をお客様にアカウントビ

ュー上で確認していただき、その注文をお客様が承

認された後、当社は注文執行いたします。 

①～②      （省略） 

③未成年者口座の取引については、親権者全員に取

引に合意いただき、親権者が承認された場合に注文

執行いたします。 

 

3 担当ＩＦＡが作成した引落型･振替型アセット･

アクセルの新規･変更・解除注文の確認及び同注文

の承認機能 

担当ＩＦＡが作成したアセット・アクセル注文をお

客様にアカウントビュー上で確認していただき、そ

の注文をお客様が承認された後、当社は注文執行い

たします。 

①～②      （省略） 

③未成年者口座の取引については、親権者全員に取

引に合意いただき、親権者が承認された場合に注文

執行いたします。 

4～7       （省略） 

 

第 5 条（禁止事項） 

１ お客様は次のことを行わないものとします。 

①ユーザＩＤ及びパスワード等を第三者（担当ＩＦ

Ａを含む。）の利用に供すること（お客様が法定代

理人を用いる場合において、その法定代理人等が権

限の範囲内で利用する場合を除きます。第 2 号に

おいて同じ。） 

 

②～④      （現行どおり） 

 

2        （現行どおり） 
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総合取引約款 

（新） （旧） 

第 5 条の 3 （未成年顧客との取引） 

１ 顧客が満 18 歳未満の個人（以下「未成年顧

客」という。）である場合、総合取引口座の開設に

あたっては、親権者その他の法定代理人（以下「法

定代理人」という。）の同意を得るとともに、当社

所定の方法により未成年取引を管理する者（以下

「運用管理者」という。）を当社へ届け出るものと

します。 

２ 前項の運用管理者は、未成年顧客本人の法定代

理人に限定されるものとします。また、運用管理者

は、当社に総合取引口座を保有している者でなけれ

ばならないものとします。 

３ 総合取引口座開設後の本約款に基づく一切の取

引および契約（以下「未成年取引」という。）にお

ける注文の受託、契約の設定・変更および解除等

は、すべて運用管理者が行うものとします。当社

は、未成年取引にあたり、当社所定の方法により運

用管理者の合意および承認があることを確認した上

でこれを行うものとします。 

4 当社は、仮名・借名取引、贈与税その他の租税

回避、またはマネー・ローンダリング等の不適切な

取引を防止するため、必要と認める場合には、法定

代理人または運用管理者に対し、取引資金の出所、

贈与の事実または租税の申告状況を証明する書類

（贈与税の納税証明書等）の提出を求めることがで

きるものとします。法定代理人または運用管理者が

当該書類の提出を拒んだ場合、または取引が借名取

引等に該当すると当社が合理的に判断した場合に

は、当社は口座の開設を謝絶し、またはその取引を

制限し、若しくは口座を閉鎖することができるもの

とします。 

5 未成年顧客が満十八歳に達したときは、法定代

理人および運用管理者が有していた代理権その他の

取引に関与する一切の権限は当然に消滅するものと

します。顧客が満十八歳に達した日以降において、

引き続き代理人による取引を希望する場合には、顧

客本人の意思に基づく新たな代理人の届出等、当社

所定の手続きを改めて行うものとします。 

（新設） 
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非課税上場株式等管理、非課税累積投資及び特定非課税累積投資に関する約款 

（新） （旧） 

非課税上場株式等管理、非課税累積投資、特定非課

税累積投資及び特定課税未成年者口座管理に関する

約款 

 

第 1 条（約款の趣旨） 

１ この約款は､お客様が租税特別措置法第 9 条の

8 に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る

配当所得の非課税及び租税特別措置法第 37 条の 14

に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る譲

渡所得等の非課税の特例（以下、「非課税口座に係

る非課税の特例」といいます。）の適用を受けるた

めに、ＰＷＭ日本証券株式会社（以下、「当社」と

いいます。）に開設された非課税口座及び特定課税

未成年者口座について､租税特別措置法第 37 条の

14 第 5 項第 2 号、第 4 号、第 6 号及び第 10 号に

規定する要件及び当社との権利義務関係を明確にす

るための取決めです。 

2        （現行どおり） 

 

第 2 条（非課税口座開設届出書等の提出等） 

１ お客様が非課税口座に係る非課税の特例の適用

を受けるためには､当該非課税の特例の適用を受け

ようとする年の当社が定める日までに、当社に対し

て租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１号、第

16 項及び第 25 項に基づき「非課税口座開設届出

書」（既に当社以外の証券会社又は金融機関におい

て非課税口座を開設しており、新たに当社に非課税

口座を開設しようとする場合には、「非課税口座開

設届出書」に加えて「非課税口座廃止通知書」又は

「勘定廃止通知書」、既に当社に非課税口座を開設

している場合で当該非課税口座に勘定を設定しよう

とする場合には、「非課税口座廃止通知書」又は

「勘定廃止通知書」）を提出するとともに、当社に

対して租税特別措置法第 37 条の 11 の３第４項に

規定する署名用電子証明書等を送信し、又は租税特

別措置法施行規則第 18 条の 15 の 3 第 25 項におい

て準用する租税特別措置法施行規則第 18 条の 12

第 3 項に基づき同項各号に掲げる者の区分に応

非課税上場株式等管理、非課税累積投資及び特定非

課税累積投資に関する約款 

 

 

第 1 条（約款の趣旨） 

１ この約款は､お客様が租税特別措置法第 9 条の

8 に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る

配当所得の非課税及び租税特別措置法第 37 条の 14

に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る譲

渡所得等の非課税の特例（以下、「非課税口座に係

る非課税の特例」といいます。）の適用を受けるた

めに、ＰＷＭ日本証券株式会社（以下、「当社」と

いいます。）に開設された非課税口座について､租税

特別措置法第 37 条の 14 第 5 項第 2 号、第 4 号及

び第 6 号に規定する要件及び当社との権利義務関

係を明確にするための取決めです。 

 

2        （省略） 

 

第 2 条（非課税口座開設届出書等の提出等） 

１ お客様が非課税口座に係る非課税の特例の適用

を受けるためには､当該非課税の特例の適用を受け

ようとする年の当社が定める日までに、当社に対し

て租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１号、第

10 項及び第 19 項に基づき「非課税口座開設届出

書」（既に当社以外の証券会社又は金融機関におい

て非課税口座を開設しており、新たに当社に非課税

口座を開設しようとする場合には、「非課税口座開

設届出書」に加えて「非課税口座廃止通知書」又は

「勘定廃止通知書」、既に当社に非課税口座を開設

している場合で当該非課税口座に勘定を設定しよう

とする場合には、「非課税口座廃止通知書」又は

「勘定廃止通知書」）を提出するとともに、当社に

対して租税特別措置法第 37 条の 11 の３第４項に

規定する署名用電子証明書等を送信し、又は租税特

別措置法施行規則第 18 条の 15 の 3 第 19 項におい

て準用する租税特別措置法施行規則第 18 条の 12

第 3 項に基づき同項各号に掲げる者の区分に応
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じ、当該各号に定める書類を提示して氏名、生年月

日、住所及び個人番号（お客様が租税特別措置法施

行令第 25 条の 13 第 44 項の規定に該当する場合

には、氏名、生年月日及び住所。）を告知し、租税

特別措置法その他の法令で定める本人確認を受ける

必要があります。 

ただし、「非課税口座廃止通知書」又は「勘定廃止

通知書」については、非課税口座を再開設しようと

する年（以下「再開設年」といいます。）又は特定

累積投資勘定若しくは特定非課税管理勘定を再設定

しようとする年（以下「再設定年」といいます。）

の前年 10 月１日から再開設年又は再設定年の９月

30 日までの間で当社が定める期間に提出してくだ

さい。また、「非課税口座廃止通知書」が提出され

る場合において、当該廃止通知書の交付の基因とな

った非課税口座において、当該非課税口座を廃止し

た日の属する年分の特定累積投資勘定又は特定非課

税管理勘定に上場株式等の受入れが行われていた場

合には、当該非課税口座を廃止した日から同日の属

する年の９月 30 日までの間は当該廃止通知書を受

理することができません。 

２ 非課税口座を開設したことがある場合には、「非

課税口座廃止通知書」又は「勘定廃止通知書」が添

付されている場合を除き、当社及び他の証券会社若

しくは金融機関に「非課税口座開設届出書」の提出

をすることはできません。 

３ お客様が非課税口座に係る非課税の特例の適用

を受けることをやめる場合には､租税特別措置法第

37 条の 14 第 22 項に規定する「非課税口座廃止届

出書」を提出してください。 

４ 当社が「非課税口座廃止届出書」の提出を受け

た場合で、その提出を受けた日において次の各号に

該当するとき、当社はお客様に租税特別措置法第

37 条の 14 第５項第 12 号に規定する「非課税口座

廃止通知書」を交付します。 

①１月１日から９月 30 日までの間で当社が定める

期間に受けた場合 

非課税口座に「非課税口座廃止届出書」の提出を受

けた日の属する年分の特定累積投資勘定が設けられ

ていたとき 

じ、当該各号に定める書類を提示して氏名、生年月

日、住所及び個人番号（お客様が租税特別措置法施

行令第 25 条の 13 第 33 項の規定に該当する場合

には、氏名、生年月日及び住所。）を告知し、租税

特別措置法その他の法令で定める本人確認を受ける

必要があります。 

ただし、「非課税口座廃止通知書」又は「勘定廃止

通知書」については、非課税口座を再開設しようと

する年（以下「再開設年」といいます。）又は特定

累積投資勘定若しくは特定非課税管理勘定を再設定

しようとする年（以下「再設定年」といいます。）

の前年 10 月１日から再開設年又は再設定年の９月

30 日までの間で当社が定める期間に提出してくだ

さい。また、「非課税口座廃止通知書」が提出され

る場合において、当該廃止通知書の交付の基因とな

った非課税口座において、当該非課税口座を廃止し

た日の属する年分の特定累積投資勘定又は特定非課

税管理勘定に上場株式等の受入れが行われていた場

合には、当該非課税口座を廃止した日から同日の属

する年の９月 30 日までの間は当該廃止通知書を受

理することができません。 

２ 非課税口座を開設したことがある場合には、「非

課税口座廃止通知書」又は「勘定廃止通知書」が添

付されている場合を除き、当社及び他の証券会社若

しくは金融機関に「非課税口座開設届出書」の提出

をすることはできません。 

３ お客様が非課税口座に係る非課税の特例の適用

を受けることをやめる場合には､租税特別措置法第

37 条の 14 第 16 項に規定する「非課税口座廃止届

出書」を提出してください。 

４ 当社が「非課税口座廃止届出書」の提出を受け

た場合で、その提出を受けた日において次の各号に

該当するとき、当社はお客様に租税特別措置法第

37 条の 14 第５項第 10 号に規定する「非課税口座

廃止通知書」を交付します。 

①１月１日から９月 30 日までの間で当社が定める

期間に受けた場合 

非課税口座に「非課税口座廃止届出書」の提出を受

けた日の属する年分の特定累積投資勘定が設けられ

ていたとき 



6 

 

②10 月１日から 12 月 31 日までの間で当社が定め

る期間に受けた場合 

非課税口座に「非課税口座廃止届出書」の提出を受

けた日の属する年分の翌年分の特定累積投資勘定が

設けられることとなっていたとき 

５  お客様が当社の非課税口座に設けられるべき特

定累積投資勘定（特定累積投資勘定のうち、お客様

がその年１月１日において 18 歳未満である年及び

出生した日の属する年の各年において設けられる勘

定（以下「未成年者特定累積投資勘定」といいま

す。）を除きます。以下この項及び次項において同

じ。）又は特定非課税管理勘定を他の証券会社若し

くは金融機関に設けようとする場合は、非課税口座

に当該特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定が

設けられる日の属する年（以下「設定年」といいま

す。）の前年 10 月１日から設定年の９月 30 日まで

の間で当社が定める期間に、租税特別措置法第 37

条の 14 第 19 項に規定する「金融商品取引業者等

変更届出書」を提出してください。 

なお、当該変更届出書が提出される日以前に、設定

年分の特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定に

上場株式等の受入れが行われていた場合には、当社

は当該変更届出書を受理することができません。 

６ 当社は、当該変更届出書を受理したときに非課

税口座に設定年に係る特定累積投資勘定又は特定非

課税管理勘定が既に設けられている場合には当該特

定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定を廃止し、

お客様に租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第 11

号に規定する「勘定廃止通知書」を交付します。 

 

第 2 条の 2（非課税口座の開設について） 

（現行どおり） 

 

第 2 条の 3（非課税口座の開設について） 

（現行どおり） 

 

第３ 条（特定累積投資勘定の設定） 

１ 非課税口座に係る非課税の特例の適用を受ける

ための特定累積投資勘定（この契約に基づき当該口

座に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場

②10 月１日から 12 月 31 日までの間で当社が定め

る期間に受けた場合 

非課税口座に「非課税口座廃止届出書」の提出を受

けた日の属する年分の翌年分の特定累積投資勘定が

設けられることとなっていたとき 

５  お客様が当社の非課税口座に設けられるべき特

定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定を他の証券

会社若しくは金融機関に設けようとする場合は、非

課税口座に当該特定累積投資勘定又は特定非課税管

理勘定が設けられる日の属する年（以下「設定年」

といいます。）の前年 10 月１日から設定年の９月

30 日までの間で当社が定める期間に、租税特別措

置法第 37 条の 14 第 13 項に規定する「金融商品取

引業者等変更届出書」を提出してください。 

なお、当該変更届出書が提出される日以前に、設定

年分の特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定に

上場株式等の受入れが行われていた場合には、当社

は当該変更届出書を受理することができません。 

 

 

 

 

 

６ 当社は、当該変更届出書を受理したときに非課

税口座に設定年に係る特定累積投資勘定又は特定非

課税管理勘定が既に設けられている場合には当該特

定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定を廃止し、

お客様に租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第９

号に規定する「勘定廃止通知書」を交付します。 

 

第 2 条の 2（非課税口座の開設について） 

（省略） 

 

第 2 条の 3（非課税口座の開設について） 

（省略） 

 

第３ 条（特定累積投資勘定の設定） 

１ 非課税口座に係る非課税の特例の適用を受ける

ための特定累積投資勘定（この契約に基づき当該口

座に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場
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株式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委

託に関する記録を他の取引に関する記録と区分して

行うための勘定をいいます。以下同じ。）は 2024

年（未成年者特定累積投資勘定である場合には、

2027 年）以後の各年（以下、この条において「勘

定設定期間内の各年」といいます。）において設け

られます。 

2        （現行どおり） 

3 未成年者特定累積投資勘定を当社に設けている

場合、お客様がその年の 1 月 1 日に於いて 18 歳の

年を迎えるまでの間において、非課税口座を廃止す

ることなく当社以外の証券会社又は金融機関に未成

年者特定累積投資勘定を設けることはできません。 

 

第３ 条の 2（特定非課税管理勘定の設定） 

非課税口座に係る非課税の特例の適用を受けるため

の特定非課税管理勘定（この契約に基づき当該口座

に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場株

式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委託

に関する記録を他の取引に関する記録と区分して行

うための勘定をいいます。以下同じ。）は第３条の

特定累積投資勘定（未成年者特定累積投資勘定を除

きます。）と同時に設けられます。 

 

第 4 条（特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘

定における処理）         

        （現行どおり） 

 

第５条（特定累積投資勘定に受け入れる上場株式等

の範囲） 

当社は、お客様の非課税口座に設けられた特定累積

投資勘定においては、お客様が当社と締結した累積

投資契約に基づいて取得した次に掲げる上場株式等

（租税特別措置法第 37 条の 14 第１項第２号イ及

びロに掲げる上場株式等のうち、定期的に継続して

取得することにより個人の財産形成が促進されるも

のとして、当該上場株式等（公社債投資信託以外の

証券投資信託）に係る委託者指図型投資信託約款

（外国投資信託の場合には、委託者指図型投資信託

約款に類する書類）において租税特別措置法施行令

株式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委

託に関する記録を他の取引に関する記録と区分して

行うための勘定をいいます。以下同じ。）は 2024

年以後の各年（以下、この条において「勘定設定期

間内の各年」といいます。）において設けられま

す。 

 

2        （省略） 

          （新設） 

 

 

 

 

 

第３条の 2（特定非課税管理勘定の設定） 

非課税口座に係る非課税の特例の適用を受けるため

の特定非課税管理勘定（この契約に基づき当該口座

に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場株

式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委託

に関する記録を他の取引に関する記録と区分して行

うための勘定をいいます。以下同じ。）は第３条の

特定累積投資勘定と同時に設けられます。 

 

 

第 4 条（特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘

定における処理）         

         （省略） 

 

第５条（特定累積投資勘定に受け入れる上場株式等

の範囲） 

当社は、お客様の非課税口座に設けられた特定累積

投資勘定においては、お客様が当社と締結した累積

投資契約に基づいて取得した次に掲げる上場株式等

（租税特別措置法第 37 条の 14 第１項第２号イ及

びロに掲げる上場株式等のうち、定期的に継続して

取得することにより個人の財産形成が促進されるも

のとして、当該上場株式等（公社債投資信託以外の

証券投資信託）に係る委託者指図型投資信託約款

（外国投資信託の場合には、委託者指図型投資信託

約款に類する書類）において租税特別措置法施行令
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第 25 条の 13 第 15 項各号の定めがあり、かつ、内

閣総理大臣が財務大臣と協議して定める要件を満た

すものに限ります。）のみを受け入れます。 

①第３条の３第２項に基づき特定累積投資勘定が設

けられた日から同日の属する年の 12 月 31 日まで

の間（この項及び第 21 条において「受入期間」と

いいます。）に受け入れた上場株式等の取得対価の

額（購入した上場株式等についてはその購入の代価

をいい、払込みにより取得をした上場株式等につい

てはその払い込んだ金額をいいます。）の合計額が

120 万円（当該特定累積投資勘定が未成年者特定累

積投資勘定である場合には、60 万円）を超えない

もの（次に掲げる特定累積投資勘定の区分に応じそ

れぞれ次に掲げる場合に該当することとなるときに

おける当該上場株式等を除きます。） 

イ 未成年者特定累積投資勘定以外の特定累積投資

勘定 当該上場株式等を当該特定累積投資勘定に受

け入れた場合に、当該合計額、同年において当該非

課税口座に受け入れている買付けの委託等により取

得した上場株式等の取得対価の額の合計額及び特定

累積投資勘定基準額（特定累積投資勘定及び特定非

課税管理勘定に前年に受け入れている上場株式等の

購入の代価の額等をいう。）の合計額が 1,800 万円

を超える場合 

ロ 未成年者特定累積投資勘定 当該上場株式等を

当該特定累積投資勘定に受け入れた場合に、当該受

入期間内に受け入れた上場株式等の取得対価の額の

合計額及び当該未成年者特定累積投資勘定が設けら

れた日の属する年の前年に未成年者特定累積投資勘

定に受け入れている上場株式等の購入の代価の額等

の合計額が 600 万円を超える場合 

②租税特別措置法施行令第 25 条の 13 第 26 項にお

いて準用する同条第 12 項第１号、第４号及び第 11

号に規定する上場株式等 

2 特定累積投資勘定において、お客様が累積投資

契約に基づいて取得する上場株式等が公募株式投資

信託である場合のお取引については、当社は、販売

及び解約に係る手数料、並びに取引口座の管理、維

持等に係る口座管理料（非課税口座における有価証

券の購入資金を金融機関口座から証券口座へ振り込

第 25 条の 13 第 15 項各号の定めがあり、かつ、内

閣総理大臣が財務大臣と協議して定める要件を満た

すものに限ります。）のみを受け入れます。 

①第３条の３第２項に基づき特定累積投資勘定が設

けられた日から同日の属する年の 12 月 31 日まで

の間に受け入れた上場株式等の取得対価の額（購入

した上場株式等についてはその購入の代価をいい、

払込みにより取得をした上場株式等についてはその

払い込んだ金額をいいます。）の合計額が 120 万円

を超えないもの（当該上場株式等を当該特定累積投

資勘定に受け入れた場合に、当該合計額、同年にお

いて特定非課税管理勘定に受け入れている買付けの

委託等により取得した上場株式等の取得対価の額の

合計額及び特定累積投資勘定基準額（特定累積投資

勘定及び特定非課税管理勘定に前年に受け入れてい

る上場株式等の購入の代価の額等をいう。）の合計

額が 1,800 万円を超えることとなるときにおける当

該上場株式等を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②租税特別措置法施行令第 25 条の 13 第 29 項にお

いて準用する同条第 12 項第１号、第４号及び第 11

号に規定する上場株式等 

（新設） 
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む際の振込手数料及び積立投資のための金融機関口

座から証券口座への定期・定額の入金に要する手数

料を除きます。）はいただきません。 

 

第５条の 2（特定非課税管理勘定に受け入れる上場

株式等の範囲） 

１ 当社は、お客様の非課税口座に設けられた特定

非課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式等

（当該非課税口座が開設されている当社の営業所に

かかる振替口座簿に記載若しくは記録がされ、又は

当該営業所に保管の委託がされるものに限りま

す。）のみを受け入れます。 

①特定非課税管理勘定が設けられた日から同日の属

する年の 12 月 31 日までの間に当社への買付けの

委託（当該買付けの委託の媒介、取次ぎ又は代理を

含みます。）により取得をした上場株式等、当社か

ら取得した上場株式等又は当社が行う上場株式等の

募集（金融商品取引法第２条第３項に規定する有価

証券の募集に該当するものに限ります。）により取

得をした上場株式等又は租税特別措置法施行令第

25 条の 13 第 28 項に規定する上場株式等で、その

取得後直ちに非課税口座に受け入れられるもので、

受け入れた上場株式等の取得対価の額（購入した上

場株式等についてはその購入の代価をいい、払込み

により取得をした上場株式等についてはその払い込

んだ金額をいいます。）の合計額が 240 万円を超え

ないもの（当該上場株式等を当該特定非課税管理勘

定に受け入れた場合において、次に掲げる場合に該

当することとなるときにおける当該上場株式等を除

く。） 

イ 当該合計額及び特定非課税管理勘定基準額（特

定非課税管理勘定に前年に受け入れている上場株式

等の購入の代価の額等をいう。）の合計額が 1,200

万円を超える場合 

ロ  当該期間内の取得対価の合計額、その年におい

て特定累積投資勘定に受け入れている買付けの委託

等により取得した上場株式等の取得対価の額の合計

額及び特定累積投資勘定基準額の合計額が 1,800 万

円を超える場合 

②租税特別措置法施行令第 25 条の 13 第 30 項にお

 

 

 

 

第５条の 2（特定非課税管理勘定に受け入れる上場

株式等の範囲） 

１ 当社は、お客様の非課税口座に設けられた特定

非課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式等

（当該非課税口座が開設されている当社の営業所に

かかる振替口座簿に記載若しくは記録がされ、又は

当該営業所に保管の委託がされるものに限りま

す。）のみを受け入れます。 

①特定非課税管理勘定が設けられた日から同日の属

する年の 12 月 31 日までの間に当社への買付けの

委託（当該買付けの委託の媒介、取次ぎ又は代理を

含みます。）により取得をした上場株式等、当社か

ら取得した上場株式等又は当社が行う上場株式等の

募集（金融商品取引法第２条第３項に規定する有価

証券の募集に該当するものに限ります。）により取

得をした上場株式等で、その取得後直ちに非課税口

座に受け入れられるもので、受け入れた上場株式等

の取得対価の額（購入した上場株式等についてはそ

の購入の代価をいい、払込みにより取得をした上場

株式等についてはその払い込んだ金額をいいま

す。）の合計額が 240 万円を超えないもの（当該上

場株式等を当該特定非課税管理勘定に受け入れた場

合において、次に掲げる場合に該当することとなる

ときにおける当該上場株式等を除く。） 

 

 

イ 当該合計額及び特定非課税管理勘定基準額（特

定非課税管理勘定に前年に受け入れている上場株式

等の購入の代価の額等をいう。）の合計額が 1,200

万円を超える場合 

ロ  当該期間内の取得対価の合計額、その年におい

て特定累積投資勘定に受け入れている買付けの委託

等により取得した上場株式等の取得対価の額の合計

額及び特定累積投資勘定基準額の合計額が 1,800 万

円を超える場合 

②租税特別措置法施行令第 25 条の 13 第 31 項にお
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いて準用する同条第 12 項各号に規定する上場株式

等 

2        （現行どおり） 

 

第 6 条（譲渡の方法）         

         （現行どおり） 

 

第 7 条（未成年者特定累積投資勘定の管理） 

未成年者特定累積投資勘定に記載若しくは記録又は

保管の委託がされる上場株式等は、お客様がその年

の 3 月 31 日において 18 歳である年（以下、「基準

年」といいます。）の前年 12 月 31 日までは、次に

定める取扱いとなります。 

①当該上場株式等の当該非課税口座から他の保管口

座への移管又は当該上場株式等に係る有価証券のお

客様への返還（次に掲げる区分に応じそれぞれ次に

定める移管又は返還を除きます。）を行わないこと 

イ お客様がその年の３月 31 日において 12 歳で

ある年（以下、「特定基準年」といいます。）の前年

以前の各年 災害、疾病その他の租税特別措置法施

行令第 25 条の 13 第 31 項で定めるやむを得ない事

由による移管又は返還で、当該非課税口座及び特定

課税未成年者口座に記載若しくは記録若しくは保管

の委託又は預入れ若しくは預託がされている上場株

式等及び金銭その他の資産の全てについて行うもの

（以下、「災害等による返還等」といいます。）及び

当該非課税口座に設けられた未成年者特定累積投資

勘定に係る上場株式等の金融商品取引法第２条第

16 項に規定する金融商品取引所への上場が廃止さ

れたことによる当該非課税口座からの払出しによる

移管又は返還 

ロ お客様の特定基準年以後の各年 イに定める移

管又は返還及びお客様が当社に対し当該上場株式等

の当該非課税口座から他の保管口座への移管又は当

該上場株式等に係る有価証券のお客様への返還を依

頼する旨、当該移管又は返還の起因となる事由（お

客様の教育費又は生活費の支払に充てるためのもの

に限ります。）等を記載した書類の提出（当該書類

の提出に代えて行う電磁的方法による当該書類に記

載すべき事項の提供を含みます。）をした場合にお

いて準用する同条第 12 項各号に規定する上場株式

等  

2         （省略） 

 

第 6 条（譲渡の方法）         

          （省略） 

 

（新設） 
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ける当該移管又は返還 

②当該上場株式等の第６条に規定する方法以外の方

法による譲渡で租税特別措置法第 37 条の 11 第４

項第１号に規定する投資信託の終了（同号に規定す

る信託の併合に係るものに限ります。）による譲渡

以外のもの（当該譲渡の対価に係る金銭その他の資

産の交付が、当社の営業所を経由して行われないも

のに限ります。）又は贈与をしないこと 

③当該上場株式等の譲渡の対価（その額が租税特別

措置法第 37 条の 11 第４項の規定によりこれらの

規定に規定する上場株式等に係る譲渡所得等に係る

収入金額とみなされる金銭その他の資産を含みま

す。）又は当該上場株式等に係る配当等として交付

を受ける金銭その他の資産（上場株式等に係る同法

第９条の８第１項に規定する配当等で、当社が国内

における同項に規定する支払の取扱者ではないもの

及び前号に掲げる譲渡の対価として交付を受ける金

銭その他の資産で、その交付が当社を経由して行わ

れないものを除きます。）は、その受領後直ちに当

該特定課税未成年者口座に預入れ又は預託すること 

 

第 8 条（非課税口座及び特定課税未成年者口座の

廃止） 

前条に規定する要件に該当しないこととなる事由又

は災害等による返還等が生じた場合には、これらの

事由が生じたときに当該非課税口座及び当該非課税

口座と同時に設けられた特定課税未成年者口座を廃

止いたします。 

 

第 9 条（非課税口座内上場株式等の払出しに関す

る通知） 

１  租税特別措置法第 37 条の 14 第４項各号に掲

げる事由により、特定累積投資勘定からの上場株式

等の全部又は一部の払出し（振替によるものを含む

ものとし、次項に規定するもの、租税特別措置法施

行令第 25 条の 13 第 26 項において準用する同条第

12 項第１号、第４号及び第 11 号に規定する事由に

係るもの並びに特定口座への移管に係るものを除き

ます。）があった場合（同項第１号、第４号及び第

11 号に規定する事由により取得する上場株式等で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 条（非課税口座内上場株式等の払出しに関す

る通知） 

１  租税特別措置法第 37 条の 14 第４項各号に掲

げる事由により、特定累積投資勘定からの上場株式

等の全部又は一部の払出し（振替によるものを含む

ものとし、租税特別措置法施行令第 25 条の 13 第

29 項において準用する同条第 12 項第１号、第４号

及び第 11 号に規定する事由に係るもの並びに特定

口座への移管に係るものを除きます。）があった場

合（同項第１号、第４号及び第 11 号に規定する事

由により取得する上場株式等で特定累積投資勘定に
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特定累積投資勘定に受け入れなかったものであっ

て、特定累積投資勘定に受け入れた後直ちに当該特

定累積投資勘定が設けられた非課税口座から他の保

管口座への移管による払出しがあったものとみなさ

れるものを含みます。）には､当社は、お客様 

（相続又は遺贈（贈与をした者の死亡により効力を

生ずる贈与を含みます。）による払出しがあった場

合には、当該相続又は遺贈により当該口座に係る非

課税口座内上場株式等であった上場株式等を取得し

た者）に対し､当該払出しがあった上場株式等の租

税特別措置法第 37 条の 14 第４項に規定する払出

し時の金額及び数､その払出しに係る同項各号に掲

げる事由及びその事由が生じた日等を書面又は電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法により通知いたします。 

2  未成年者特定累積投資勘定からの上場株式等の

全部又は一部の払出しでお客様の基準年の前年 12

月 31 日までに生じたもの（振替によるものを含む

ものとし、特定口座への移管に係るものを除きま

す。）があった場合（租税特別措置法施行令第 25

条の 13 第 12 項第１号、第４号及び第 11 号に規定

する事由により取得する上場株式等で未成年者特定

累積投資勘定に受け入れなかったものであって、未

成年者特定累積投資勘定に受け入れた後直ちに当該

未成年者特定累積投資勘定が設けられた非課税口座

から他の保管口座への移管による払出しがあったも

のとみなされるものを含みます。）には､当社は、お

客様（相続又は遺贈（贈与をした者の死亡により効

力を生ずる贈与を含みます。）による払出しがあっ

た場合には、当該相続又は遺贈により当該口座に係

る非課税口座内上場株式等であった上場株式等を取

得した者）に対し､当該払出しがあった上場株式等

の租税特別措置法第 37 条の 14 第４項に規定する

払出し時の金額及び数､その払出しに係る同項各号

に掲げる事由及びその事由が生じた日等を書面又は

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法により通知いたします。 

3  租税特別措置法第 37 条の 14 第４項各号に掲

げる事由により、特定非課税管理勘定からの上場株

式等の全部又は一部の払出し（振替によるものを含

受け入れなかったものであって、特定累積投資勘定

に受け入れた後直ちに当該特定累積投資勘定が設け

られた非課税口座から他の保管口座への移管による

払出しがあったものとみなされるものを含みま

す。）には､当社は、お客様 

（相続又は遺贈（贈与をした者の死亡により効力を

生ずる贈与を含みます。）による払出しがあった場

合には、当該相続又は遺贈により当該口座に係る非

課税口座内上場株式等であった上場株式等を取得し

た者）に対し､当該払出しがあった上場株式等の租

税特別措置法第 37 条の 14 第４項に規定する払出

し時の金額及び数､その払出しに係る同項各号に掲

げる事由及びその事由が生じた日等を書面又は電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法により通知いたします。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 租税特別措置法第 37 条の 14 第４項各号に掲

げる事由により、特定非課税管理勘定からの上場株

式等の全部又は一部の払出し（振替によるものを含
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むものとし、租税特別措置法施行令第 25 条の 13

第 30 項において準用する租税特別措置法施行令第

25 条の 13 第 12 項各号に規定する事由に係るもの

並びに特定口座への移管に係るものを除きます。）

があった場合（同項各号に規定する事由により取得

する上場株式等で特定非課税管理勘定に受け入れな

かったものであって、特定非課税管理勘定に受け入

れた後直ちに当該特定非課税管理勘定が設けられた

非課税口座から他の保管口座への移管による払出し

があったものとみなされるものを含みます。）には､

当社は、お客様（相続又は遺贈（贈与をした者の死

亡により効力を生ずる贈与を含みます。）による払

出しがあった場合には、当該相続又は遺贈により当

該口座に係る非課税口座内上場株式等であった上場

株式等を取得した者）に対し､当該払出しがあった

上場株式等の租税特別措置法第 37 条の 14 第４項

に規定する払出し時の金額及び数､その払出しに係

る同項各号に掲げる事由及びその事由が生じた日等

を書面又は電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により通知いたし

ます。 

 

第 10 条（特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘

定から特定口座への払出しについて） 

お客様が特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定

で保有する上場株式等を特定口座に移管しようとす

る場合には、当該移管しようとする上場株式等と同

一銘柄については、特定累積投資勘定又は特定非課

税管理勘定から全て移管先の特定口座に移管する必

要があります。 

 

第 11 条（特定累積投資勘定を設定した場合の所在

地確認） 

当社は、お客様が当社に開設する非課税口座に特定

累積投資勘定（未成年者特定累積投資勘定を含みま

す。以下この条において同じ。）を設定している場

合において、当社の定める方法により、お客様の所

在地の変更有無を定期的に確認いたします。 

２ 前項の場合において、当社の定める一定期間内

にお客様の所在地の確認ができなかった場合には、

むものとし、租税特別措置法施行令第 25 条の 13

第 32 項において準用する租税特別措置法施行令第

25 条の 13 第 12 項各号に規定する事由に係るもの

並びに特定口座への移管に係るものを除きます。）

があった場合（同項各号に規定する事由により取得

する上場株式等で特定非課税管理勘定に受け入れな

かったものであって、特定非課税管理勘定に受け入

れた後直ちに当該特定非課税管理勘定が設けられた

非課税口座から他の保管口座への移管による払出し

があったものとみなされるものを含みます。）には､

当社は、お客様（相続又は遺贈（贈与をした者の死

亡により効力を生ずる贈与を含みます。）による払

出しがあった場合には、当該相続又は遺贈により当

該口座に係る非課税口座内上場株式等であった上場

株式等を取得した者）に対し､当該払出しがあった

上場株式等の租税特別措置法第 37 条の 14 第４項

に規定する払出し時の金額及び数､その払出しに係

る同項各号に掲げる事由及びその事由が生じた日等

を書面又は電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により通知いたし

ます。 

 

第 8 条（特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘

定から特定口座への払出しについて） 

お客様が特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定

で保有する上場株式等を特定口座に移管しようとす

る場合には、当該移管しようとする上場株式等と同

一銘柄については、特定累積投資勘定又は特定非課

税管理勘定から全て移管先の特定口座に移管する必

要があります。 

 

第９条（特定累積投資勘定を設定した場合の所在地

確認） 

１ 当社は、お客様から提出を受けた第２条第１項

の「非課税口座開設届出書」（「非課税口座開設届出

書」の提出後に氏名又は住所の変更に係る「非課税

口座異動届出書」の提出があった場合には、当該

「非課税口座異動届出書」をいいます。）に記載又

は記録されたお客様の氏名及び住所が、次の各号に

掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める事項と
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当該一定期間が経過してからお客様の所在地の確認

ができるまでの間、お客様の非課税口座に係る特定

累積投資勘定及び特定非課税管理勘定への上場株式

等の受入れを停止させていただきます（分配金再投

資による受入れを含み、租税特別措置法施行令第

25 条の 13 第 12 項各号に掲げる事由による上場株

式等の受入れを除きます。）。 

３ 前二項の場合において、お客様の非課税口座に

係る特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘定への

上場株式等の受入れを停止した場合には、その旨を

所轄税務署長に報告いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12 条 (特定課税未成年者口座の設定) 

お客様がその年１月１日において 18 歳未満である

年又は出生した年において、特定課税未成年者口座

（お客様が当社に開設している預金口座、貯金口座

若しくはお客様から預託を受けた金銭その他の資産

の管理のための口座により構成されるもので、この

同じであることを、基準経過日（お客様が初めて非

課税口座に特定累積投資勘定を設けた日から 10 年

を経過した日及び同日の翌日以後５年を経過した日

ごとの日をいいます。）から１年を経過する日まで

の間（以下「確認期間」といいます。）に確認いた

します。ただし、当該確認期間内にお客様から氏

名、住所又は個人番号の変更に係る 

「非課税口座異動届出書」の提出を受けた場合を除

きます。 

①当社がお客様から租税特別措置法施行規則第 18

条の 15 の３第６項に規定する住所等確認書類の提

示又はお客様の同条第７項に規定する署名用電子証

明書等の送信を受け、当該基準経過日における氏名

及び住所の告知を受けた場合 

当該住所等確認書類又は署名用電子証明書等に記載

又は記録がされた当該基準経過日における氏名及び

住所 

②当社からお客様に対して書類を郵送し、当該書類

にお客様が当該基準経過日における氏名及び住所を

記載して、当社に対して提出した場合 

お客様が当該書類に記載した氏名及び住所 

２ 前項の場合において、確認期間内にお客様の基

準経過日における氏名及び住所が確認できなかった

場合（第１項ただし書の規定の適用があるお客様を

除きます。）には、当該確認期間の終了の日の翌日

以後、お客様の非課税口座に係る特定累積投資勘定

及び特定非課税管理勘定に上場株式等の受入れを行

うことはできなくなります。ただし、同日以後、前

項各号のいずれかの方法によりお客様の氏名及び住

所を確認できた場合又はお客様から氏名、住所又は

個人番号の変更に係る「非課税口座異動届出書」の

提出を受けた場合には、その該当することとなった

日以後は、この限りではありません。 

 

（新設） 
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約款に基づく取引以外の取引に関する事項を扱わな

いものに限ります。以下同じ。）は、非課税口座と

同時に設けられます。 

 

第 13 条 (課税管理勘定における処理) 

お客様がその年１月１日において 18 歳未満である

年又は出生した年において、金銭その他の資産の預

入れ又は預託は、特定課税未成年者口座に設けられ

た課税管理勘定（この約款に基づき預入れ又は預託

がされる金銭その他の資産につき､当該預入れ又は

預託に関する記録を他の取引に関する記録と区分し

て行うための勘定をいいます｡以下同じ。）において

処理いたします。 

 

第 14 条 (課税管理勘定の金銭等の管理) 

特定課税未成年者口座に預入れ又は預託がされる金

銭その他の資産は、お客様の基準年の前年 12 月 31

日までは、当該金銭その他の資産の当該特定課税未

成年者口座からの払出し（次に掲げる年の区分に応

じそれぞれ次に定める払出しを除きます。）をする

ことはできません。 

①お客様の特定基準年の前年以前の各年 非課税口

座に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場

株式等の取得のためにする払出し及び当該上場株式

等につき災害等による払出し（非課税口座に記載若

しくは記録又は保管の委託がされる上場株式等につ

き災害等による返還等がされる場合の当該金銭その

他の資産の払出しをいいます。以下同じ。）がされ

る場合の当該金銭その他の資産の払出し 

②お客様の特定基準年以後の各年 ①に定める払出

し及びお客様が当社に対し当該上場株式等の当該金

銭その他の資産の払出しを依頼する旨、当該払出し

の起因となる事由（お客様の教育費又は生活費の支

払に充てるためのものに限ります。）等を記載した

書類の提出（当該書類の提出に代えて行う電磁的方

法による当該書類に記載すべき事項の提供を含みま

す。）をした場合における当該払出し 

 

第 15 条 (非課税口座及び特定課税未成年者口座の

廃止) 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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前条に規定する要件に該当しないこととなる事由又

は災害等による払出しが生じた場合には、これらの

事由が生じたときに当該特定課税未成年者口座及び

当該特定課税未成年者口座と同時に設けられた非課

税口座を廃止いたします。 

 

第 16 条 (契約不履行等事由が発生した場合の遡及

課税の取扱い) 

お客様の基準年の前年 12 月 31 日までに契約不履

行等事由（第７条若しくは第 14 条に掲げる要件に

該当しない事由が生じたこと又は非課税口座若しく

は特定課税未成年者口座の廃止（災害等による返還

等が生じたことによるもの及び出国による非課税口

座の廃止を除きます。）をしたことをいいます。以

下、この条において同じ。）が生じた場合には、過

去に非課税で支払われた配当等や過去に非課税とさ

れた譲渡益等について、非課税の取扱いがなかった

ものとみなし、次に定めるところにより、課税関係

が生ずるものとします。 

①当該非課税口座の開設の時から当該契約不履行等

事由が生じた時までの間に支払を受けるべき非課税

口座内上場株式等の配当等については、租税特別措

置法第９条の８第１項第３号の規定の適用がなかっ

たものとし、かつ、当該契約不履行等事由が生じた

時において当該非課税口座内上場株式等の配当等の

支払があったものとみなして課税いたします。 

②当該非課税口座の開設の時から当該契約不履行等

事由が生じた時までの間に非課税とされた非課税口

座内上場株式等の譲渡益については、租税特別措置

法第 37 条の 14 第１項及び第２項の適用がなかっ

たものとし、かつ、当該契約不履行等事由が生じた

時に、当該非課税口座内上場株式等の特定非課税累

積投資契約において定められた方法に従って行われ

る譲渡以外の譲渡があったものとみなして課税いた

します。 

③当該非課税口座の開設の時から当該契約不履行等

事由が生じた時までの間に当該非課税口座内上場株

式等の他の保管口座への移管又はお客様への返還が

された非課税口座内上場株式等については、当該移

管又は返還があった時における含み益について課税

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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いたします。 

④当該契約不履行等事由が生じた時に、当該非課税

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録がされ、

又は保管の委託がされている非課税口座内上場株式

等については、当該契約不履行等事由が生じたこと

による非課税口座の廃止に伴う払出しが行われ、当

該払出し時における含み益について課税いたしま

す。 

 

第 17 条 (非課税口座及び特定課税未成年者口座に

おける入出金等の処理) 

お客様が 18 歳を迎えるまでの間に、非課税口座に

おける取引に係る入金及び特定課税未成年者口座へ

入金を行う場合には、お客様本人に帰属する資金に

より行うこととし、入金は次に定める方法によるこ

とといたします。 

①お客様名義の預貯金口座からの入金 

②お客様名義の当社証券口座からの入金 

２ お客様の基準年の前年 12 月 31 日までに、お

客様が非課税口座又は特定課税未成年者口座から出

金又は証券の移管（以下この条において「出金等」

といいます。）を行う場合には、次に定める取扱い

となります。 

①お客様名義の預貯金口座への出金 

②お客様名義の証券口座への移管 

３ 前項各号に定める出金等を行うことができる者

は、お客様又はお客様の法定代理人に限ることとし

ます。 

４ お客様の法定代理人が第２項各号の出金等(租

税特別措置法第 37 条の 14 第５項第６号ホ(１)(ⅱ)

に規定する他の保管口座への有価証券の移管若しく

は返還又は同項第 10 号ロ(２)に規定する払出し

（災害等による返還等を除きます。）に限ります。)

を行う場合には、当社は当該出金等に関してお客様

の同意がある旨を確認することとします。 

５ やむを得ない事由により、前項に定める同意を

確認できない場合には、当社は当該出金等に係る金

銭又は証券がお客様本人のために用いられることを

確認することとします。 

６ お客様本人が第２項第２号に定める出金等を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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う場合には、お客様の法定代理人の同意（同意書の

提出を含む）が必要となります。 

 

第 18 条 (代理人による取引の届出) 

お客様の代理人が、非課税口座及び特定課税未成年

者口座における取引を行う場合には、あらかじめ当

社に対して、代理人の届出を行っていただく必要が

あります。 

２ お客様が前項により届け出た代理人を変更しよ

うとする場合には、あらかじめ当社に対して、代理

人の変更の届出を行っていただく必要があります。 

３ お客様の法定代理人が非課税口座及び特定課税

未成年者口座における取引を行っている場合におい

て、お客様が成年に達した後も当該法定代理人が非

課税口座及び特定課税未成年者口座における取引を

継続しようとする場合には、あらかじめ当社に対し

て、その旨の届出を行っていただく必要がありま

す。 

４ 第 1 項の代理人となれる者は、お客様の法定

代理人に限るものとします。 

 

第 19 条 (法定代理人の変更) 

お客様の法定代理人に変更があった場合には、直ち

に当社に届出を行っていただく必要があります。 

 

第 20 条 (12 歳を迎えた場合の取引残高の通知) 

お客様がその年１月１日において 12 歳の年を迎え

た場合には、当社は非課税口座及び特定課税未成年

者口座に関する取引残高をお客様本人に通知いたし

ます。 

 

第 21 条 (お客様が成人を迎えた場合の取引残高の

通知) 

お客様がその年１月１日において 18 歳の年を迎え

た場合には、当社は、同年１月１日付でお客様の開

設している非課税口座が 18 歳以上の者を対象とす

る非課税口座へ移行することに伴い、移行時点の非

課税口座及び特定課税未成年者口座に関する取引残

高並びに次に掲げる事項をお客様本人に通知いたし

ます。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 
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①同日以後に設定される特定累積投資勘定におい

て、受入期間内に受け入れることができる上場株式

等の取得対価の合計額の上限が、60 万円から 120

万円に変更されること。 

②同日以後、特定累積投資勘定の設定と同時に特定

非課税管理勘定が設けられること。 

③非課税保有限度額の上限が、600 万円から 1,800

万円（うち特定非課税管理勘定に係る上限は 1,200

万円）に変更されること。 

 

第 22 条（非課税口座取引である旨の明示） 

１ お客様が受入期間内に、当社への買付けの委託

により取得をした上場株式等、当社から取得した上

場株式等又は当社が行う上場株式等の募集により取

得をした上場株式等を非課税口座に受け入れようと

する場合には、当該取得に係る注文等を行う際に当

社に対して非課税口座への受入れである旨の明示を

行っていただく必要があります。なお、お客様から

特にお申出がない場合は、特定口座又は一般口座に

よる取引とさせていただきます（特定口座による取

引は、お客様が特定口座を開設されている場合に限

ります。）。ただし、アセット・アクセル契約に基づ

く買付の場合、当年のＮＩＳＡ余裕額（未利用金

額）があれば優先的に利用します。 

２ お客様が非課税口座及び非課税口座以外の口座

で同一銘柄の上場株式等を保有している場合であっ

て、非課税口座で保有している上場株式等を譲渡す

るときには、その旨の明示を行っていただく必要が

あります。 

なお、お客様から、当社の非課税口座で保有してい

る上場株式等を譲渡する場合には、先に取得したも

のから譲渡することとさせていただきます。 

 

第 23 条（契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれに掲げる日に

この契約は解除されます。 

①お客様又は法定代理人から租税特別措置法第 37

条の 14 第 22 項に定める「非課税口座廃止届出

書」の提出があった場合当該提出日 

②租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第６号ヘに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 条（非課税口座取引である旨の明示） 

１ お客様が受入期間内に、当社への買付けの委託

により取得をした上場株式等、当社から取得した上

場株式等又は当社が行う上場株式等の募集により取

得をした上場株式等を非課税口座に受け入れようと

する場合には、当該取得に係る注文等を行う際に当

社に対して非課税口座への受入れである旨の明示を

行っていただく必要があります。なお、お客様から

特にお申出がない場合は、特定口座又は一般口座に

よる取引とさせていただきます（特定口座による取

引は、お客様が特定口座を開設されている場合に限

ります。）。ただし、アセット・アクセル契約に基づ

く買付の場合、当年のＮＩＳＡ余裕額（未利用金

額）があれば優先的に利用します。 

２ お客様が非課税口座及び非課税口座以外の口座

で同一銘柄の上場株式等を保有している場合であっ

て、非課税口座で保有している上場株式等を譲渡す

るときには、その旨の明示を行っていただく必要が

あります。 

なお、お客様から、当社の非課税口座で保有してい

る上場株式等を譲渡する場合には、先に取得したも

のから譲渡することとさせていただきます。 

 

第 11 条（契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれに掲げる日に

この契約は解除されます。 

①お客様から租税特別措置法第 37 条の 14 第 16 項

に定める「非課税口座廃止届出書」の提出があった

場合当該提出日 

（新設） 
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規定する非課税口座等廃止事由又は同項第 10 号ハ

に規定する特定課税未成年者口座等廃止事由が生じ

た場合  租税特別措置法第 37 条の 14 第 33 項第

１号の規定によりお客様が「非課税口座廃止届出

書」の提出をしたものとみなされた日 

③租税特別措置法第 37 条の 14 第 29 項第 1 号に定

める「（非課税口座）継続適用届出書」を提出した

日から起算して５年を経過する日の属する年の 12

月 31 日までに租税特別措置法第 37 条の 14 第 31

項に定める「（非課税口座）帰国届出書」の提出を

しなかった場合  租税特別措置法第 37 条の 14

第 33 項第３号の規定により「非課税口座廃止届出

書」の提出があったものとみなされた日（５年経過

する日の属する年の 12 月 31 日） 

④租税特別措置法第 37 条の 14 第 29 項第２号に定

める「出国届出書」の提出があった場合出国日 

⑤お客様が出国により居住者又は恒久的施設を有す

る非居住者に該当しないこととなった場合 

租税特別措置法第 37 条の 14 第 33 項第 2 号の規定

により「非課税口座廃止届出書」の提出があったも

のとみなされた日 

（出国日） 

⑥お客様の相続人・受遺者による相続･遺贈（贈与

をした者の死亡により効力を生ずる贈与を含みま

す｡）の手続きが完了し、租税特別措置法施行令第

25 条の 13 の 5 に定める「非課税口座開設者死亡届

出書」の提出があった場合 

当該非課税口座開設者が死亡した日 

⑦総合取引約款第 58 条の解約事由に該当し、証券

総合口座の全部が解約された場合当該解約日 

 

第 24 条（合意管轄） 

この約款に関するお客様と当社との間の訴訟につい

ては､当社の本店又は支店の所在地を管轄する裁判

所の中から、当社が管轄裁判所を指定できるものと

します。 

第 25 条（約款の変更） 

この約款は、法令の変更又は監督官庁の指示、その

他必要が生じたときに、民法第 548 条の 4 の規定

に基づき改定されることがあります。改定を行う旨

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②租税特別措置法第 37 条の 14 第 23 項第２号に定

める「出国届出書」の提出があった場合出国日 

③お客様が出国により居住者又は恒久的施設を有す

る非居住者に該当しないこととなった場合 

租税特別措置法第 37 条の 14 第 27 項の規定により

「非課税口座廃止届出書」の提出があったものとみ

なされた日 

（出国日） 

④お客様の相続人・受遺者による相続･遺贈（贈与

をした者の死亡により効力を生ずる贈与を含みま

す｡）の手続きが完了し、租税特別措置法施行令第

25 条の 13 の 5 に定める「非課税口座開設者死亡届

出書」の提出があった場合 

当該非課税口座開設者が死亡した日 

⑤総合取引約款第 58 条の解約事由に該当し、証券

総合口座の全部が解約された場合当該解約日 

 

第 12 条（合意管轄） 

この約款に関するお客様と当社との間の訴訟につい

ては､当社の本店又は支店の所在地を管轄する裁判

所の中から、当社が管轄裁判所を指定できるものと

します。 

第 13 条（約款の変更） 

この約款は、法令の変更又は監督官庁の指示、その

他必要が生じたときに、民法第 548 条の 4 の規定

に基づき改定されることがあります。改定を行う旨
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及び改定後の規定の内容並びにその効力発生時期

は、効力発生時期が到来するまでに店頭表示、イン

ターネット又はその他相当の方法により周知しま

す。 

 

附則 

この約款は、2027 年 1 月 1 日より適用させていた

だきます。 

及び改定後の規定の内容並びにその効力発生時期

は、効力発生時期が到来するまでに店頭表示、イン

ターネット又はその他相当の方法により周知しま

す。 

 

 

 

未成年者口座及び課税未成年者口座開設に関する約款 

新 旧 

第 27 条（非課税口座のみなし開設） 

１ 2024 年から 2027 年までの各年（その年１月１

日においてお客様が 18 歳である年に限ります。）の

１月１日においてお客様が当社に未成年者口座を開

設している場合（出国等により、居住者又は恒久的

施設を有する非居住者のいずれにも該当しないこと

となっている場合を除きます。）には、当該未成年者

口座が開設されている当社の営業所において、同日

に租税特別措置法第 37条の 14第５項第１号に規定

する非課税口座が開設されます。 

第 27 条（非課税口座のみなし開設） 

１ 2024 年以後の各年（その年１月１日においてお

客様が 18 歳である年に限ります。）の１月１日にお

いてお客様が当社に未成年者口座を開設している場

合（出国等により、居住者又は恒久的施設を有する

非居住者のいずれにも該当しないこととなっている

場合を除きます。）には、当該未成年者口座が開設さ

れている当社の営業所において、同日に租税特別措

置法第 37条の 14 第５項第１号に規定する非課税口

座が開設されます。 

 

以 上 




